
平成19年３月期　第３四半期財務・業績の概況(連結) 　

平成19年２月16日

上場会社名  株式会社バルク (コード番号：2467　名証セントレックス)

（URL　http://www.vlcank.com/） 　 　

問合せ先 代表者役職・氏名 代表取締役社長　 村松　澄夫 　

　 責任者役職・氏名 執行役員管理部長 柏山　一郎 TEL：(03)5649－2500

　

1.　四半期連結財務情報の作成等に係る事項
①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　　：有

法人税等の処理及び引当金の計上基準に一部簡便な方法を採用しております。
②　最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無　：無
③　連結及び持分法の適用範囲の異動の有無　　　　　　　：有

平成18年３月期比　　連結（新規）　１社

　

2.　平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年12月31日）
　(1) 連結経営成績の進捗状況 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。 
　

　 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期第３四半期 1,170 34.2 △37 (―) △35 (―) △40 (―)

18年３月期第３四半期 872 (―) 22 (―) 8 　(―) △4 (―)

（参考）18年３月期 1,278 　 31 　 11 　 1 　

　

　
１株当たり四半期
(当期)純利益

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

　 円 銭 円 銭

19年３月期第３四半期 △1,151 24 ― ―

18年３月期第３四半期 △802 12 ― ―

（参考）18年３月期 304 64 290 54

(注) 1.  売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。なお、平成18年３月期第

３四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、平成18年３月期第３四半期の対前年同四半期増減率に

ついては、記載しておりません。

2.　期中平均株式数(連結)

　　　　19年３月期第３四半期　　　　34,800株　　 18年３月期第３四半期　　　　5,082株　　 18年３月期　　　　5,439株

3.　当社は、平成18年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって株式分割を行っております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり四半期(当期)純利益及び潜在株式調整後１株当たり四

半期(当期)純利益は、次のとおりであります。

　　　　１株当たり四半期(当期)純利益　　　　　　　　　　　　18年３月期第３四半期　 △160円43銭　 18年３月期　 60円93銭

　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益　 18年３月期第３四半期　　　　―　　　　　　18年３月期　54円54銭

4.　前第３四半期及び当第３四半期に係る数値につきましては、監査法人による監査を受けておりません。

　

［連結経営成績の進捗状況に関する定性的情報等］
　　当第３四半期におけるわが国経済は、個人消費の動向など引続き不透明感はあるものの、好調な企業収益
に支えられ、設備投資の増加や雇用環境の改善が見られるなど、概ね回復基調で推移いたしました。
　近年の高度情報通信社会においては、多くの企業がインターネットを基盤としたビジネスを展開してお
り、ＩＴ投資の一環としての企業側の情報の取り扱いに対する、恒常的なリスクマネジメントが求められる
ようになってきております。また、会社法や日本版SOX法（金融商品取引法）への対応に向けて、企業は内
部統制システムの強化が求められており、今まで以上にIT投資の重要性が高まることが予想されておりま
す。
　このような状況下、当社グループは主力のPBISM(Privacy & Business Information Security Management)
事業においてプライバシーマーク認定及びISO27001認証取得のコンサルティングからセキュリティ関連製品
の実装、さらには万が一の情報漏えい事故対応まで、お客様のニーズに最適なサービスをワンストップで提
供してまいりました。個人情報保護、情報セキュリティ対策に対する社会的な意識の高まりを背景にこれら
の需要は増加したものの、市場に新規に参入する企業が相次ぎ、競合環境の激化にともなう受注単価の低下
および新規顧客獲得数の鈍化などにより厳しい経営環境になりました。
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　　マーケティングリサーチ事業に関しましては、ブロードバンドの進展に伴う社会インフラのパラダイムシ
フトにより市場は拡大基調にあり、その中で当社グループは、これまでの豊富なノウハウと技術開発力を基
に、増加する国内外の調査案件に柔軟かつ機動的に対応し、お客様に最適な調査手法を提供できるよう、尽
力してまいりました。
　これらの結果、当第３四半期における連結業績は、売上高1,170,763千円（前期比34.2％増）、営業損失
37,875千円、経常損失35,592千円、当期純損失40,063千円となりました。
　

　　また、事業の種類別セグメントの業績につきましては下記のとおりであります。
　

　① PBISM事業
　PBISM事業におきましては、平成17年４月の個人情報保護法全面施行や、平成17年10月の情報セキュリテ
ィマネジメント基準（ISMS認証基準Ver.2.0）のISO化（国際規格ISO27001に移行）等により、プライバシー
マーク認定及びISO27001認証に対する需要が大きく拡大した一方、新規参入企業の増加による受注単価の低
下及び新規顧客獲得率の鈍化などにより、前期に引き続き全体として厳しい経営環境となりました。そのよ
うな状況下、当社グループはグループ企業間の連携により、マネジメントシステム構築のコンサルティング
から情報セキュリティ製品の実装までをワンストップで提供できる体制を構築し、他社との差別化と収益率
の改善を図ってまいりました。また、当第３四半期から、会社法や日本版SOX法（金融商品取引法）への対
応を見据えた内部統制システム構築に係るコンサルティングを開始いたしました。
　これらの結果、当事業の売上高は474,643千円となりました。利益面では、受注単価の低下にともなう売
上高の減少及び前期と比して改善傾向にはあるものの引き続き人件費が高水準で推移したこと、さらに内部
統制システム構築に関するコンサルティング事業の立ち上げに人員を集中投下したことによる稼働率の低下
などが利益を圧迫し、営業利益は46,956千円となりました。
② マーケティングリサーチ事業
　マーケティングリサーチ事業におきましては、製品ライフサイクルの短期化や消費者嗜好の多様化などに
よる各企業のマーケティングリサーチ需要の拡大を背景に、従来から当社グループが強みとしておりますオ
ーダーメードリサーチを中心に、クイックリサーチシステム（SPRIO）及び海外インターネットリサーチな
ど幅広い展開を行いました。また、インターネットカフェとの融合による次世代のマーケティングリサーチ
手法など新しいマーケティングリサーチ手法の開発を積極的に推進し、ビジネス領域の拡大を図ってまいり
ました。さらに、平成18年５月30日に子会社化いたしました日本データベース開発株式会社の業績が寄与い
たしました。
　これらの結果、当事業の売上高は703,084千円となりました。利益面では、外注費の削減と稼働率の向上
などを推進した結果、営業利益は71,320千円となりました。

　
　(2) 連結財政状態の変動状況 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
　

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期第３四半期 1,291 1,016 78.7 29,214 39

18年３月期第３四半期 1,197 1,050 87.8 151,004 39

（参考）18年３月期 1,273 1,056 83.0 151,828 17

(注) 1.  期末発行済株式数(連結)

　　　　19年３月期第３四半期　　　　34,800株　　 18年３月期第３四半期　　　　 　6,960株　　18年３月期　　　 　　6,960株

2.　当社は、平成18年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって株式分割を行っております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり純資産は、次のとおりであります。

　　　　１株当たり純資産　　　　　　　　　　　　　　　18年３月期第３四半期　  30,200円88銭　　18年３月期　  30,365円63銭

　
　(3) 連結キャッシュ・フローの状況 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。
　

　
営業活動による

キャッシュ・フロー
投資活動による

キャッシュ・フロー
財務活動による

キャッシュ・フロー
現金及び現金同等物

期末残高
　 百万円 百万円 百万円 百万円

19年３月期第３四半期 60 △87 42 797

18年３月期第３四半期 △43 △41 598 816

（参考）18年３月期 △63 △45 587 781

　

［連結財政状態の変動状況に関する定性的情報等］
　①資産、負債及び純資産の状況
　当第３四半期連結会計期間末の総資産は前連結会計年度末（平成18年３月31日）に比べ、現金及び預金や
売掛金が減少したものの投資有価証券の増加や新規連結子会社の取得によるのれんの増加等により18,310千
円増加し、1,291,862千円となりました。負債に関しましては、買掛金が減少したものの、短期借入金の増
加等により58,373千円増加し、275,201千円となっております。また純資産に関しましては、四半期純損失
40,063千円の計上により1,016,660千円と前連結会計年度末の「資本の部」の合計に比べ40,063千円減少い
たしました。その結果、自己資本比率は78.7％と前連結会計期間末から4.3％低下いたしました。
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　②キャッシュ・フローの状況
　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物(以下「資金」という)は、営業活動による資金
の獲得60,454千円、投資活動による資金の支出△87,702千円、財務活動による資金の獲得42,997千円によ
り、前連結会計期間末に比べ15,749千円増加し、797,299千円となりました。各キャッシュ・フローの状況
とそれらの要因は次のとおりであります。
　

　[営業活動によるキャッシュ・フロー]
　営業活動の結果、獲得した資金は60,454千円となりました。これは主に売上債権の減少217,865千円及び
仕入債務の減少140,906千円によるものであります。
　

　[投資活動によるキャッシュ・フロー]
　投資活動の結果、支出した資金は87,702千円となりました。これは主に投資有価証券の取得による支出
35,380千円、新規連結子会社の取得による支出30,789千円及び無形固定資産の取得による支出22,579千円に
よるものであります。
　

　[財務活動によるキャッシュ・フロー]
　財務活動の結果、獲得した資金は42,997千円となりました。これは主に短期借入金の純増加額32,833千円
及び少数株主への株式発行に伴う収入12,500千円によるものであります。

　

3.　平成19年３月期の連結業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通 期 1,600 △30 △35

(参考)　1株当たり予想当期純利益(通期)　△1,005円75銭

　

［業績予想に関する定性的情報等］
　　平成19年３月期の通期(連結・個別)の業績予想につきましては、平成18年11月28日の決算発表時に公表い
たしました業績予想を修正しております。詳しくは本日公表いたしました「業績予想の修正に関するお知ら
せ」をご参照下さい。

　

※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実績等

は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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４ 四半期連結財務諸表

　
　前年度において第３四半期連結財務諸表の数値に関し、科目を集約する等要約して記載しておりましたが、当第３四半期におい

ては開示内容を見直し、中間連結財務諸表と同様の水準といたしました。このため、前年度の第３四半期数値との比較を容易にする

ために、前第３四半期の数値を当第３四半期に合わせ組替えて表示しております。

　
(1) 四半期連結貸借対照表

　 　 当第３四半期連結会計期間末 前第３四半期連結会計期間末
前連結会計年度

要約連結貸借対照表

　 　 (平成18年12月31日) (平成17年12月31日) (平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比

(％)
金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※1 725,617 　 816,836 　 781,549 　

　２　受取手形及び売掛金 　 204,816 　 227,968 　 320,655 　

　３　有価証券 　 71,682 　 ― 　 ― 　

　４　仕掛品 　 10,674 　 2,236 　 8,338 　

　５　貯蔵品 　 1,864 　 2,173 　 1,130 　

　６　前払費用 　 7,550 　 ― 　 3,564 　

　７　繰延税金資産 　 14,805 　 10,237 　 5,930 　

　８　未収還付法人税等 　 ― 　 ― 　 10,574 　

　９　その他 　 8,785 　 14,362 　 400 　

　　　貸倒引当金 　 △1,994 　 △1,000 　 △1,400 　

　　　流動資産合計 　 1,043,802 80.8 1,072,815 89.6 1,130,742 88.8

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※2 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物及び構築物 　 3,991 　 2,993 　 2,893 　

　　(2) 工具器具備品 　 3,588 　 3,618 　 2,881 　

　　　有形固定資産合計 　 7,579 0.6 6,612 0.5 5,774 0.4

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 67,317 　 42,489 　 56,459 　

　　(2) ソフトウェア仮勘定 　 4,200 　 1,260 　 4,200 　

　　(3) 連結調整勘定 　 ― 　 12,826 　 12,608 　

　　(4) のれん 　 58,801 　 ― 　 ― 　

　　(5) その他 　 1,438 　 398 　 398 　

　　　無形固定資産合計 　 131,758 10.2 56,974 4.8 73,667 5.8

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 49,380 　 14,000 　 14,000 　

　　(2) 敷金・保証金 　 43,333 　 34,034 　 34,134 　

　　(3) 繰延税金資産 　 14,463 　 11,135 　 14,092 　

　　(4) その他 　 1,544 　 1,872 　 1,141 　

　　　投資その他の資産合計 　 108,721 8.4 61,042 5.1 63,367 5.0

　　　固定資産合計 　 248,059 19.2 124,629 10.4 142,809 11.2

　　　資産合計 　 1,291,862 100.0 1,197,444 100.0 1,273,551 100.0
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　 　 当第３四半期連結会計期間末 前第３四半期連結会計期間末
前連結会計年度

要約連結貸借対照表

　 　 (平成18年12月31日) (平成17年12月31日) (平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比

(％)
金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形及び買掛金 　 34,931 　 23,206 　 103,029 　

　２　短期借入金 　 94,169 　 5,835 　 3,336 　

　３　未払金 　 22,272 　 9,546 　 22,067 　

　４　未払費用 　 26,745 　 20,360 　 15,812 　

　５　未払法人税等 　 7,508 　 13,530 　 11,432 　

　６　未払消費税等 ※3 14,246 　 12,673 　 12,146 　

　７　預り金 　 4,180 　 7,943 　 9,658 　

　８　賞与引当金 　 12,987 　 13,446 　 1,386 　

　９　モニタポイント引当金 　 12,791 　 8,408 　 10,000 　

　10　その他 　 4,511 　 4,872 　 ― 　

　　　流動負債合計 　 234,344 18.1 119,823 10.0 188,869 14.8

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 8,053 　 2,958 　 2,967 　

　２　役員退職慰労引当金 　 32,804 　 23,672 　 24,991 　

　　　固定負債合計 　 40,857 3.2 26,630 2.2 27,958 2.2

　　　負債合計 　 275,201 21.3 146,453 12.2 216,827 17.0

　 　 　 　 　 　 　 　

　　 (少数株主持分) 　 　 　 　 　 　 　

　　少数株主持分 　 ― ― ― ― ― ―

　 　 　 　 　 　 　 　

　　　 (資本の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 ― ― 514,451 43.0 514,451 40.4

Ⅱ　資本剰余金 　 ― ― 459,310 38.4 459,310 36.1

Ⅲ　利益剰余金 　 ― ― 77,229 6.4 82,962 6.5

　　　資本合計 　 ― ― 1,050,990 87.8 1,056,724 83.0

　　　負債、少数株主持分

　　　及び資本合計
　 ― ― 1,197,444 100.0 1,273,551 100.0

　 　 　 　 　 　 　 　

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 514,451 39.8 ― ― ― ―

　２　資本剰余金 　 459,310 35.6 ― ― ― ―

　３　利益剰余金 　 42,899 3.3 ― ― ― ―

　　　株主資本合計 　 1,016,660 78.7 ― ― ― ―

　　　純資産合計 　 1,016,660 78.7 ― ― ― ―

　　　負債純資産合計 　 1,291,862 100.0 ― ― ― ―
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(2) 四半期連結損益計算書

　

　 　 当第３四半期連結会計期間 前第３四半期連結会計期間
前連結会計年度

要約連結損益計算書

　 　
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年12月31日)

(自　平成17年４月１日
　至　平成17年12月31日)

(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 百分比

(％)
金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　 1,170,763 100.0 872,143 100.0 1,278,047 100.0

Ⅱ　売上原価 　 651,457 55.6 434,240 49.8 691,201 54.1

　　　売上総利益 　 519,305 44.4 437,903 50.2 586,845 45.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 557,181 47.6 414,977 47.6 555,456 43.5

　　　営業利益又は営業損失(△) 　 △37,875 △3.2 22,925 2.6 31,389 2.4

Ⅳ　営業外収益 　 　 　 　 　 　 　

　１　受取利息 　 1,052 　 1 　 3 　

　２　為替差益 　 458 　 ― 　 ― 　

　３　有価証券売却益 　 2,243 　 ― 　 ― 　

　４　雑収入 　 2,932 　 131 　 329 　
　 　 6,687 0.6 132 0.0 332 0.0

Ⅴ　営業外費用 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払利息 　 833 　 137 　 161 　

　２　新株発行費償却 　 ― 　 6,406 　 8,669 　

　３　株式交付費 　 2,335 　 ― 　 ― 　

　４　株式公開費用 　 ― 　 7,268 　 10,241 　

　５　雑損失 　 1,235 　 837 　 842 　
　 　 4,404 0.4 14,649 1.6 19,914 1.5

　　　経常利益又は経常損失(△) 　 △35,592 △3.0 8,409 1.0 11,807 0.9

Ⅵ　特別利益 　 　 　 　 　 　 　

　１　持分変動利益 　 636 0.1 ― ― ― ―

　　　税金等調整前四半期(当期)

　　　純利益又は税金等調整前

　　　四半期純損失(△)

　 △34,955 △2.9 8,409 1.0 11,807 0.9

　　　法人税、住民税及び事業税 　 14,348 1.2 19,840 2.3 16,154 1.3

　　　法人税等調整額 　 △9,240 △0.7 △7,354 △0.8 △6,004 △0.5

　　　当期純利益又は

      四半期純損失(△)
　 △40,063 △3.4 △4,076 △0.5 1,656 0.1
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(3) 四半期連結剰余金計算書

　

　 　

前第３四半期連結会計期間

(自　平成17年４月１日

　至　平成17年12月31日)

前連結会計年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円)

(資本剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本剰余金期首残高 　 　 112,950 　 112,950

Ⅱ　資本剰余金増加高 　 　 　 　 　

　 1　増資による新株の発行 　 280,060 　 280,060 　

　 2　新株引受権の行使による

　　　新株の発行
　 66,300 346,360 66,300 346,360

Ⅲ　資本剰余金

　　四半期末(期末)残高
　 　 459,310 　 459,310

　 　 　 　 　 　

(利益剰余金の部) 　 　 　 　 　

Ⅰ　利益剰余金期首残高 　 　 83,855 　 83,855

Ⅱ　利益剰余金増加高 　 　 　 　 　

    　当期純利益又は

　　　四半期純損失(△)
　 △4,076 △4,076 1,656 1,656

Ⅲ　利益剰余金減少高 　 　 　 　 　

　　　役員賞与 　 2,550 2,550 2,550 2,550

Ⅳ　利益剰余金

　　四半期末(期末)残高
　 　 77,229 　 82,962

　 　 　 　 　 　

　

　

(4) 四半期連結株主資本等変動計算書

当第３四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

　
株主資本

純資産合計
資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計

平成18年３月31日残高(千円) 514,451 459,310 82,962 1,056,724 1,056,724

第３四半期連結会計期間中の変動額 　 　 　 　 　

　四半期純損失 　 　 △40,063 △40,063 △40,063

第３四半期連結会計期間中の

変動額合計(千円)
― ― △40,063 △40,063 △40,063

平成18年12月31日残高(千円) 514,451 459,310 42,899 1,016,660 1,016,660
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(5) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書
　

　 　 当第３四半期連結会計期間 前第３四半期連結会計期間

前連結会計年度の

要約連結キャッシュ・

フロー計算書

　 　
(自　平成18年４月１日

　至　平成18年12月31日)

(自　平成17年４月１日

　至　平成17年12月31日)

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 金額(千円) 金額(千円)

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　税金等調整前四半期(当期)純利益又は

      税金等調整前四半期純損失(△)
　 △ 34,955 8,409 11,807

　　　減価償却費 　 13,968 7,930 11,951

　　　連結調整勘定償却額 　 ― 652 869

　　　のれん償却額 　 2,781 ― ―

　　　モニタポイント引当金の増減額(減少：△) 　 2,791 8,408 10,000

　　　賞与引当金の増減額(減少：△) 　 11,601 12,328 268

　　　退職給付引当金の増減額(減少：△) 　 △ 15,546 △ 450 △ 442

　　　役員退職慰労引当金の増減額(減少：△) 　 7,813 6,592 7,911

　　　受取利息及び受取配当金 　 △ 1,052 △ 1 △ 3

　　　支払利息 　 833 137 161

　　　株式交付費 　 2,335 ― ―

　　　持分変動利益 　 △ 636 ― ―

　　　売上債権の増減額(増加：△) 　 217,865 △ 550 △ 93,237

　　　たな卸資産の増減額(増加：△) 　 2,683 420 △ 4,637

　　　仕入債務の増減額(減少：△) 　 △ 140,906 △ 3,593 88,750

　　　未払消費税等の増減額(減少：△) 　 △ 2,498 △ 11,151 △ 11,678

　　　役員賞与の支払額 　 ― △ 2,550 △ 2,550

　　　その他 　 1,526 2,135 △ 17,523

　　　　小計 　 68,602 28,716 1,647

　　　利息及び配当金の受取額 　 1,052 1 3

　　　利息の支払額 　 △ 833 △ 137 △ 161

　　　法人税等の支払額 　 △ 18,941 △ 72,317 △ 65,042

　　　法人税等の還付による収入 　 10,574 ― ―

　　　営業活動によるキャッシュ・フロー 　 60,454 △ 43,736 △ 63,553

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　投資有価証券の取得による支出 　 △ 35,380 △ 14,000 △ 14,000

　　　新規連結子会社の取得による支出 　 △ 30,789 ― ―

　　　有形固定資産の取得による支出 　 △ 937 △ 1,366 △ 1,537

　　　無形固定資産の取得による支出 　 △ 22,579 △ 25,900 △ 30,625

　　　敷金・保証金の増加による支出 　 △ 9,722 ― ―

　　　敷金・保証金の返還による収入 　 12,108 1,120 1,120

　　　その他 　 △ 402 △ 1,028 △ 435

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー 　 △ 87,702 △ 41,175 △ 45,477

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　 　

　　　短期借入金の純増減額(減少：△) 　 32,833 3,831 3,336

　　　長期借入金の返済による支出 　 ― △ 21,149 △ 23,153

　　　株式の発行による収入 　 ― 615,760 607,090

　　　少数株主への株式発行に伴う収入 　 12,500 ― ―

　　　その他 　 △ 2,335 ― ―

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 　 42,997 598,442 587,273

Ⅳ　現金及び現金同等物の増減額(減少額：△) 　 15,749 513,529 478,242

Ⅴ　現金及び現金同等物の期首残高 　 781,549 303,307 303,307

Ⅵ　現金及び現金同等物の四半期末(期末)残高 ※1 797,299 816,836 781,549
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
当第３四半期連結会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

１　連結の範囲に関する事項 (1) 連結子会社の数　　３社

　　主要な連結子会社の名称

　　　㈱ベル・マーケティング・サービス

　　　㈱バルクセキュア

　　　日本データベース開発㈱

　

(1) 連結子会社の数　　２社

　　主要な連結子会社の名称

　　　㈱ベル・マーケティング・サービス

　　　㈱バルクセキュア

　

　 　上記のうち、日本データベース開発㈱

については、平成18年５月30日の株式取

得により当第３四半期連結会計期間にお

いて連結子会社となったため、平成18年

４月１日をみなし取得日として連結の範囲

に含めております。

　

　上記のうち、㈱バルクセキュアについて

は、当連結会計年度において新たに設立

したため、連結の範囲に含めております。
　

２　連結子会社の四半期決算日

　　(決算日)等に関する事項

　連結子会社の四半期の末日は、四半期

連結決算日と一致しております。

　連結子会社の事業年度の末日は、連結

決算日と一致しております。

　

３　会計処理基準に関する事項

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

　　方法

　

　

イ 有価証券

 その他有価証券

   時価のないもの

　 　移動平均法による原価法

　 を採用しております。

　

　

イ 有価証券

 その他有価証券

   時価のないもの

同左

　 ロ たな卸資産

仕掛品

　個別法による原価法を採用

しております。

　

ロ　たな卸資産

　　　 仕掛品

同左

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

　　の方法

　

イ　有形固定資産

   当社及び連結子会社は定率法を採

用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

   建物及び構築物　　　　　 　 15年

   工具器具備品　　　　  ４年～６年

　

イ　有形固定資産

同左

　 ロ　無形固定資産

   当社及び連結子会社は定額法を採

用しております。

   なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいております。

　

ロ　無形固定資産

同左

(3) 重要な引当金の計上基準

　

イ　貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、当社及び連結子会社は一

般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。

　

イ　貸倒引当金

同左
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項目
当第３四半期連結会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

　 ロ　賞与引当金

　 従業員の賞与金の支払に備えて、賞

与支給見込額の当第３四半期連結会

計期間負担額を計上しております。

　

ロ　賞与引当金

　 従業員の賞与金の支払に備えて、賞

与支給見込額の当期負担額を計上し

ております。

　

　 ハ　モニタポイント引当金

　モニタに対するインセンティブとして

付与したポイントの利用によるプレゼン

ト交換費用に備えるため、当第３四半

期連結会計期間末において将来利用

されると見込まれる額を計上しておりま

す。

　

ハ　モニタポイント引当金

　 モニタに対するインセンティブとして

付与したポイントの利用によるプレゼン

ト交換費用に備えるため、当連結会計

期間末において将来利用されると見込

まれる額を計上しております。

　

　 　

　

　 （追加情報）

　　 従来、モニタポイントについてはモニ

タのポイント利用時に費用化しておりま

したが、近年、ポイント利用の増加傾向

が顕著になったことに伴い、費用負担

額の重要性が高まったこと及び当連結

会計年度において過去の実績に基づ

く引当金の合理的な算定が可能となっ

たことから、当連結会計年度末よりモニ

タポイント引当金を計上することとしまし

た。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業利益、経常利益及び税金

等 調 整 前 当 期 純 利 益 が そ れ ぞ れ

10,000千円減少しております。

　

　 ニ　退職給付引当金

　 （当社）

　従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債

務(自己都合退職による期末要支給額

の100％)の見込額に基づき、当第３四

半期連結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上しておりま

す。

　 （連結子会社）

　日本データベース開発㈱について

は、従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給付

債務(自己都合退職による期末要支給

額の100％)及び年金資産の見込額に

基づき、当第３四半期連結会計期間末

において発生していると認められる額

を計上しております。

　

ニ　退職給付引当金

　当社において、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務(自己都合退職による

期末要支給額の100％)の見込額に基

づき計上しております。

　

　 ホ　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく当第３四半期連結会

計期間末要支給額を計上しておりま

す。

　

ホ　役員退職慰労引当金

　役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。
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項目
当第３四半期連結会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

(4) 重要なリース取引の処理方法

　

　 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　

―――――――――

　

(5) その他四半期連結財務諸表(連結

　　財務諸表)作成のための重要な事項

　

イ　消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　

イ　消費税等の会計処理

同左

　

４　四半期連結キャッシュ・フロー

　　計算書(連結キャッシュ・フロ

　　ー計算書)における資金の範囲

　

　手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。

　

同左
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四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
当第３四半期連結会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

―――――――――――

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当連結会計年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号　平成15年10月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当第３四半期連結会計期間から「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年

12月９日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の

部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を

適用しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は1,016,660千円

であります。

　

―――――――――――

　

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当第３四半期連結会計期間から「繰延資産の会計処理に関

する当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11

日　実務対応報告第19号）を適用しております。

　前連結会計年度において営業外費用の内訳として表示して

いた「新株発行費償却」は、当第３四半期連結会計期間より「株

式交付費」として表示する方法に変更しております。

　

―――――――――――
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注記事項

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第３四半期連結会計期間末

(平成18年12月31日)
前連結会計年度末
(平成18年３月31日)

※１ 担保資産

　担保に供している資産は次のとおりであります。

預金 5,000千円

計 5,000千円

　

――――――――――

　

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　16,912千円

　

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　8,861千円

　

※３ 消費税等の取扱い

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺し、未払消費税

等として表示しております。

　

――――――――――

　

　

(四半期連結損益計算書関係)

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。
　

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次

のとおりであります。
　

(1) 役員報酬 57,074千円

(2) 給与手当 198,505千円

(3) 役員退職慰労引当金繰入額 5,009千円

(4) 賞与引当金繰入額 12,813千円

(5) 貸倒引当金繰入額 594千円

(6) モニタポイント引当金繰入額 12,791千円

　

(1) 役員報酬 65,218千円

(2) 給与手当 157,807千円

(3) 役員退職慰労引当金繰入額 7,911千円

(4) 賞与引当金繰入額 1,386千円

(5) 貸倒引当金繰入額 400千円

(6) モニタポイント引当金繰入額 10,000千円
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(四半期連結株主資本等変動計算書関係)

　
当第３四半期連結会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日）

１.　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少
当第３四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 6,960 27,840 ― 34,800
　
（変動事由の概要）

増加数の主な内訳は、次の通りであります。

　 株式の分割（普通株式１株につき５株）による増加　　　　27,840株

　

２.　自己株式に関する事項

該当事項はありません。

　

３.　新株予約権等に関する事項

区分 新株予約権の内訳
新株予約権の目的
となる株式の種類

新株予約権の目的となる株式の数(株)
当第3四半期

連結会計期間末
残高(千円)

提出会社(親会社)
ストック・オプションと
しての新株予約権

― ― ― ― ― ―

合計 ― ― ― ― ―

　

４.　配当に関する事項

該当事項はありません。

　

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　現金及び現金同等物の第3四半期末残高と第3四半期連

結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

(平成18年12月31日現在)

※１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係

(平成18年３月31日現在)

現金及び預金勘定 725,617千円

有価証券 71,682千円

現金及び現金同等物 797,299千円

　

現金及び預金勘定 781,549千円

現金及び現金同等物 781,549千円
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(リース取引関係)

　
当第３四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(借主側)
　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び第3四半期末残高相当額　　　　　　　　　

　
有形固定資産
(工具器具備品)

（千円）

無形固定資産
(ソフトウェア)

（千円）

合計
（千円）

取得価額
相当額

15,263 11,741 27,004

減価償却
累計額相当額

2,972 1,494 4,467

第3四半期末
残高相当額

12,290 10,247 22,537

　

―――――――――――

　

　②　未経過リース料第3四半期末残高相当額　　　　　

１年以内 5,689千円

１年超 17,159千円

合計 22,848千円

　

　

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　

支払リース料 3,893千円

減価償却費相当額 3,658千円

支払利息相当額 400千円

　

　

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法　　　　　

　　　　

        減価償却費相当額の算定方法

　 ・ リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

        利息相当額の算定方法

　 ・ リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　

　

 ２ オペレーティング・リース取引
(借主側)
　

未経過リース料 　

１年以内 5,505千円

１年超 15,588千円

合計 21,094千円

　

 ２ オペレーティング・リース取引
(借主側)
　

未経過リース料 　

１年以内 5,505千円

１年超 19,717千円

合計 25,223千円
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(有価証券関係)
　

当第３四半期連結会計期間末(平成18年12月31日)

　　時価評価されていない主な有価証券の内容

　 四半期連結貸借対照表計上額

その他有価証券 　

(1) 非上場株式 49,380千円

(2) キャッシュ・リザーブ・ファンド 71,682千円

　

前連結会計年度末(平成18年３月31日)

　　時価評価されていない主な有価証券の内容

　 連結貸借対照表計上額

その他有価証券 　

　　非上場株式 14,000千円

　

(デリバティブ取引関係)
　

当第３四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　　　　    第３四半期末残高がないため、該当事項はありません。

前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

　　　　    当社及び連結子会社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)
　

当第３四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　　　ストック・オプションの内容及び規模

会社名 提出会社

決議年月日 平成17年３月24日臨時株主総会

付与対象者の区分及び人数
当社取締役　　４名
当社従業員　　39名
当社取引先　　１社

株式の種類及び付与数 普通株式　　2,525株

付与日 平成17年３月24日

権利確定条件

新株予約権者のうち、当社及び当社子会社の取締役、監査役、従業員は、
新株予約権の行使時においても当社及び当社子会社の取締役、監査役、従
業員の地位にあることを要する。また、新株予約権の発行時において当社
の取引先であった者は、原則として、新株予約権の行使時においても当社
との取引関係が良好に継続している事を要する。
その他、細目については、当社と付与対象者との間で締結する「新株予約
権割当契約書」に定めるところによる。

対象勤務期間 対象勤務期間は定めておりません。

権利行使期間 平成19年３月25日～平成27年３月24日

権利行使価格 40,000円

付与日における公正な評価単価 (注)１ ―

(注)　 １　会社法の施行日前に付与されたストック・オプションであるため、記載しておりません。

２　株式数に換算して記載しております。

３　平成13年改正旧商法第280条ノ20及び第280条ノ21並びに第280条ノ27の規定に基づく新株予約権であります。
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(セグメント情報)

１　事業の種類別セグメント情報

当第３四半期連結会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

　
PBISM事業　　　

(千円)

マーケティングリ
サーチ事業　　　

(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 467,678 703,084 1,170,763 ― 1,170,763

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

6,965 ― 6,965 (6,965) ―

計 474,643 703,084 1,177,728 (6,965) 1,170,763

営業費用 427,687 631,764 1,059,451 149,187 1,208,639

営業利益又は営業損失(△) 46,956 71,320 118,276 (156,152) △37,875

(注) １　事業区分の方法

事業は役務の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な役務

PBISM事業 ・・・・・・・・・・プライバシーマーク認定取得コンサルティング、ISO27001認証取得コンサ

　　　　　　　　　　　　　　　ルティング

マーケティングリサーチ事業・・各種マーケティングリサーチ、ユーザーニーズ調査、データベース開発

　　　　　　　　　　　　　　　事業等

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は156,152千円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用であります。

　

　

前第３四半期連結会計期間(自　平成17年４月１日　至　平成17年12月31日)

　

　
PBISM事業　　　

(千円)

マーケティングリ
サーチ事業　　　

(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 429,596 442,547 872,143 ― 872,143

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 429,596 442,547 872,143 ― 872,143

営業費用 316,656 391,219 707,876 141,341 849,218

営業利益 112,939 51,327 164,267 (141,341) 22,925

(注) １　事業区分の方法

事業は役務の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な役務

PBISM事業 ・・・・・・・・・・プライバシーマーク認定取得コンサルティング、ISO27001(ISMS)認証取得

                              コンサルティング

マーケティングリサーチ事業・・各種マーケティングリサーチ、ユーザーニーズ調査

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は141,341千円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用であります。
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前連結会計年度(自　平成17年４月１日　至　平成18年３月31日)

　

　
PBISM事業　　　

(千円)

マーケティングリ
サーチ事業　　　

(千円)

計
(千円)

消去又は
全社(千円)

連結
(千円)

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 640,444 637,602 1,278,047 ― 1,278,047

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 640,444 637,602 1,278,047 ― 1,278,047

営業費用 484,321 578,192 1,062,514 184,143 1,246,657

営業利益 156,123 59,410 215,533 (184,143) 31,389

(注) １　事業区分の方法

事業は役務の種類及び市場の類似性を考慮して区分しております。

２　各区分に属する主要な役務

PBISM事業 ・・・・・・・・・・プライバシーマーク認定取得コンサルティング、ISO27001認証取得コンサ

　　　　　　　　　　　　　　　ルティング

マーケティングリサーチ事業・・各種マーケティングリサーチ、ユーザーニーズ調査

３　営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は184,143千円であり、その主なもの

は当社の管理部門に係る費用であります。

　

　

２　所在地別セグメント情報

　当第３四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日　至 平成18年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年４

月１日　至 平成18年３月31日)
　

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

　

　

３　海外売上高

　当第３四半期連結会計期間(自 平成18年４月１日　至 平成18年12月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年４

月１日　至 平成18年３月31日)
　

海外売上高がないため該当事項はありません。
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(１株当たり情報)
　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

前第３四半期連結会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 29,214円39銭 １株当たり純資産額 151,004円39銭 １株当たり純資産額 151,828円17銭

１株当たり四半期純損失 1,151円24銭 １株当たり四半期純損失 802円12銭 １株当たり当期純利益 304円64銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益については、潜在株式は存在
するものの１株当たり四半期純損失であ
るため記載しておりません。
　当社は、平成18年４月１日付で普通株
式１株につき５株の割合をもって株式分
割をしております。当該株式分割が前
期首に行われたと仮定した場合の１株
当たり情報については、それぞれ以下
のとおりとなります。

前第３四半期

連結会計期間
前連結会計年度

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額

30,200円88銭 30,365円63銭

１株当たり四半期

純損失

１株当たり当期

純利益

160円43銭 60円93銭

　なお、潜在株式調

整後１株当たり四半

期純利益について

は、潜在株式は存在

するものの１株当たり

四半期純損失である

ため記載しておりませ

ん。

　

潜在株式調整後

１株当たり当期

純利益

54円54銭

　

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益については、潜在株式は存在
するものの１株当たり四半期純損失であ
るため記載しておりません。

　

潜在株式調整後１株当たり
当期純利益

290円54銭

　

(注)　１株当たり当期純利益又は１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益の算定上

の基礎は以下のとおりであります。

　
当第3四半期連結会計期間

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年12月31日)

前第3四半期連結会計期間

(自　平成17年４月１日

　至　平成17年12月31日)

前連結会計年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

１株当たり当期純利益又は１株当たり

四半期純損失
　 　 　

当期純利益又は四半期純損失(△)（千円） △40,063 △4,076 1,656

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る当期純利益又は普通株式

に係る四半期純損失(△)（千円）
△40,063 △4,076 1,656

期中平均株式数（株） 34,800 5,082 5,439

潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純

利益
　 　 　

　　四半期(当期)純利益調整額（千円） ― ―　 ―

　　普通株式増加額（株） ― ― 264

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期(当期)純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

平成17年3月24日臨時

株主総会決議ストック

オプション（普通株式

2,525株）

平成17年3月24日臨時

株主総会決議ストック

オプション（普通株式

505株）

―
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(重要な後発事象)
　

当第３四半期連結会計期間
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年12月31日)

前連結会計年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

―――――――――― 株式分割による新株発行

当社は、平成18年１月24日開催の当社取締役会の決議に

基づき、次のように株式分割による新株式を発行しており

ます。

1.  平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき５株

の割合をもって分割します。

 (1)　分割により増加する株式数

　普通株式　　　　　27,840株

 (2)　分割方法

　平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名

簿に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株

につき５株の割合をもって分割します。

２.  配当起算日

　　  平成18年４月１日

      当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前連結会計年度における１株当たり情報及び当期首に

行われたと仮定した場合の当連結会計年度における１

株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前連結会計年度 当連結会計年度

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

19,322円68銭 30,365円63銭

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益

4,358円04銭 60円93銭

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

潜在株式調整後
1株当たり当期純利益

　―　　　　　 54円54銭

　

―――――――――― 株式取得による連結子会社化

当社は、平成18年5月24日開催の取締役会決議に基づき、

日本データベース開発株式会社の全株式を取得いたしまし

た。その結果、日本データベース開発株式会社は当社の連

結子会社となりました。

 (1)　株式取得の目的

  マーケティングリサーチ事業の強化

 (2)　株式取得の相手会社の名称

  株式会社平和情報センター

 (3)　株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

①会社の名称 日本データベース開発株式会社

②事業内容 辞書開発事業、コンテンツ事業、
電子図書館支援事業及びシステム開
発・運用支援事業

③規模 総資産　147,903千円
年商　　622,474千円
(平成18年３月期)

 (4)　株式取得の時期

　平成18年５月30日

 (5)　取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

①取得する株式の数 400株

②取得価額　 50,000千円

③取得後の持分比率 100％
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平成19年３月期　第３四半期財務・業績の概況(個別) 　 　

平成19年２月16日

上場会社名  株式会社バルク (コード番号：2467　名証セントレックス)

（URL　http://www.vlcank.com/） 　 　

問合せ先 代表者役職・氏名 代表取締役社長　 村松　澄夫 　

　 責任者役職・氏名 執行役員管理部長 柏山　一郎 TEL：(03)5649－2500
　
1.　四半期財務情報の作成等に係る事項
①　会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無　　　：有

法人税等の処理及び引当金の計上基準に一部簡便な方法を採用しております。
②　最近事業年度からの会計処理の方法の変更の有無　　　：無
③　会計監査人の関与　　　　　　　　　　　　　　　　　：無

　
2.　平成19年３月期第３四半期財務・業績の概況（平成18年４月１日～平成18年12月31日）
　(1) 経営成績の進捗状況 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 売上高 営業利益 経常利益 四半期(当期)純利益
　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

19年３月期第３四半期 551 △17.5 △35 (―) △30 (―) △21 (―)

18年３月期第３四半期 669 (―) 8 (―) △6 (―) △5 (―)

（参考）18年３月期 905 　 4 　 △14 　 △9 　
　

　
１株当たり四半期
(当期)純利益

　 円 銭

19年３月期第３四半期 △625 12

18年３月期第３四半期 △1,047 58

（参考）18年３月期 △1,788 36

(注) 1.  売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率であります。なお、平成18年３月期第

３四半期より四半期業績概況の開示を行っているため、平成18年３月期第３四半期の対前年同四半期増減率に

ついては、記載しておりません。

2.　期中平均株式数

　　　　19年３月期第３四半期　　　　34,800株　　 18年３月期第３四半期　　　　 　5,082株　　 18年３月期　　　  　5,439株

3.　当社は、平成18年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって株式分割を行っております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり四半期(当期)純利益は、次のとおりであります。

　　　　１株当たり四半期(当期)純利益　　　　　　 18年３月期第３四半期　 　△209円51銭　　 18年３月期　  △357円69銭
　
　(2) 財政状態の変動状況 (注)記載金額は百万円未満を切捨てて表示しております。

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

19年３月期第３四半期 1,105 1,004 90.9 28,865 43

18年３月期第３四半期 1,126 1,030 91.5 148,085 40

（参考）18年３月期 1,129 1,026 90.8 147,452 77

(注) 1.  期末発行済株式数

　　　　19年３月期第３四半期　　　　34,800株　　 18年３月期第３四半期　　　　 　6,960株　　 18年３月期　   　　　6,960株

2.　期末自己株式数

　　　　19年３月期第３四半期　　　 　　  ―株　　 18年３月期第３四半期　　　　　   　―株     18年３月期　　　　　   　―株

3.　当社は、平成18年４月１日付で普通株式１株につき５株の割合をもって株式分割を行っております。当該株

式分割が前期首に行われたと仮定した場合の１株当たり純資産は、次のとおりであります。

　　　　１株当たり純資産　　　　　　　　　　　　　　　18年３月期第３四半期　 　29,617円08銭　 18年３月期　  29,490円55銭
　
3.　平成19年３月期の業績予想（平成18年４月１日～平成19年３月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通　期 696 △30 △25

(参考)　1株当たり予想当期純利益(通期)　△718円39銭
　
［業績予想に関する定性的情報等］
　　平成19年３月期の通期(連結・個別)の業績予想につきましては、平成18年11月28日の決算発表時に公表いたしまし

た業績予想を修正しております。詳しくは本日公表いたしました「業績予想の修正に関するお知らせ」をご参照下さ
い。

　
※　上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な要素を含んでおります。実際の実績等

は、業況の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
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４ 四半期財務諸表

　
　前年度において第３四半期財務諸表の数値に関し、科目を集約する等要約して記載しておりましたが、当第３四半期においては

開示内容を見直し、中間財務諸表と同様の水準といたしました。このため、前年度の第３四半期数値との比較を容易にするために、

前第３四半期の数値を当第３四半期に合わせ組替えて表示しております。

　

(1) 四半期貸借対照表

　 　 当第３四半期会計期間末 前第３四半期会計期間末
前事業年度

要約貸借対照表

　 　 (平成18年12月31日) (平成17年12月31日) (平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比

(％)
金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 ※1 568,115 　 784,124 　 741,554 　

　２　受取手形 　 9,542 　 10,111 　 6,627 　

　３　売掛金 　 101,747 　 145,731 　 171,049 　

　４　有価証券 　 71,682 　 ― 　 ― 　

　５　仕掛品 　 3,979 　 657 　 3,258 　

　６　貯蔵品 　 1,864 　 2,173 　 1,130 　

　７　前払費用 　 5,351 　 ― 　 3,146 　

　８　関係会社短期貸付金 　 35,000 　 25,000 　 35,000 　

　９　繰延税金資産 　 13,219 　 9,111 　 4,344 　

　10　未収還付法人税等 　 ― 　 ― 　 10,574 　

　11　その他 　 2,219 　 11,955 　 1,900 　

　　　貸倒引当金 　 △1,756 　 △1,000 　 △1,000 　

　　　流動資産合計 　 810,967 73.4 987,865 87.7 977,585 86.5

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※2 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物附属設備 　 2,448 　 2,993 　 2,892 　

　　(2) 工具器具備品 　 2,012 　 3,382 　 2,767 　

　　　有形固定資産合計 　 4,461 0.4 6,376 0.6 5,660 0.5

　２　無形固定資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) ソフトウェア 　 58,518 　 42,377 　 55,143 　

　　(2) ソフトウェア仮勘定 　 4,200 　 1,260 　 ― 　

　　(3) その他 　 107 　 107 　 107 　

　　　無形固定資産合計 　 62,825 5.7 43,745 3.9 55,251 4.9

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 49,380 　 14,000 　 14,000 　

　　(2) 関係会社株式 　 80,000 　 30,000 　 30,000 　

　　(3) 関係会社長期貸付金 　 50,000 　 ― 　 ― 　

　　(4) 敷金・保証金 　 33,309 　 33,309 　 33,309 　

　　(5) 繰延税金資産 　 14,283 　 10,932 　 13,911 　

　　(6) その他 　 51 　 30 　 35 　

　　　投資その他の資産合計 　 227,024 20.5 88,272 7.8 91,257 8.1

　　　固定資産合計 　 294,310 26.6 138,394 12.3 152,168 13.5

　　　資産合計 　 1,105,278 100.0 1,126,260 100.0 1,129,754 100.0
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　 　 当第３四半期会計期間末 前第３四半期会計期間末

前事業年度
要約貸借対照表

　 　 (平成18年12月31日) (平成17年12月31日) (平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比

(％)
金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　買掛金 　 4,997 　 5,240 　 20,939 　

　２　未払金 　 11,904 　 9,494 　 15,790 　

　３　未払費用 　 15,623 　 18,228 　 12,822 　

　４　未払法人税等 　 1,418 　 ― 　 820 　

　５　未払消費税等 ※3 3,111 　 7,210 　 6,763 　

　６　預り金 　 2,499 　 6,925 　 8,388 　

　７　賞与引当金 　 9,705 　 ― 　 ― 　

　８　モニタポイント引当金 　 12,791 　 8,408 　 10,000 　

　９　その他 　 4,505 　 13,446 　 ― 　

　　　流動負債合計 　 66,557 6.0 68,954 6.1 75,525 6.7

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　

　１　退職給付引当金 　 3,900 　 2,958 　 2,967 　

　２　役員退職慰労引当金 　 30,304 　 23,672 　 24,991 　

　　　固定負債合計 　 34,204 3.1 26,630 2.4 27,958 2.5

　　　負債合計 　 100,761 9.1 95,585 8.5 103,483 9.2

　　　 (資本の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 ― ― 514,451 45.7 514,451 45.5

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　
　１　資本準備金 　 ― 　 459,310 　 459,310 　

　　　資本剰余金合計 　 ― ― 459,310 40.8 459,310 40.7

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　
　１　任意積立金 　 　 　 　 　 　 　

　　　特別償却準備金 　 ― 　 645 　 645 　

　２　四半期(当期)未処分利益 　 ― 　 56,267 　 51,864 　

　　　利益剰余金合計 　 ― ― 56,912 5.0 52,509 4.6

　　　資本合計 　 ― ― 1,030,674 91.5 1,026,271 90.8

　　　負債資本合計 　 ― ― 1,126,260 100.0 1,129,754 100.0
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　 　 当第３四半期会計期間末 前第３四半期会計期間末

前事業年度
要約貸借対照表

　 　 (平成18年12月31日) (平成17年12月31日) (平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 構成比

(％)
金額(千円) 構成比

(％) 金額(千円) 構成比

(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 514,451 46.5 ― ― ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　 (1)  資本準備金 　 459,310 　 ― 　 ― 　

　　　資本剰余金合計 　 459,310 41.6 ― ― ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　 (1)  その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　

　　　　特別償却準備金 　 302 　 ― 　 ― 　

　　　　繰越利益剰余金 　 30,452 　 ― 　 ― 　

　　　利益剰余金合計 　 30,755 2.8 ― ― ― ―

　　　株主資本合計 　 1,004,516 90.9 ― ― ― ―

　　　純資産合計 　 1,004,516 90.9 ― ― ― ―

　　　負債純資産合計 　 1,105,278 100.0 ― ― ― ―
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(2) 四半期損益計算書

　

　 　 当第３四半期会計期間 前第３四半期会計期間
前事業年度

要約損益計算書

　 　
(自　平成18年４月１日
　至　平成18年12月31日)

(自　平成17年４月１日
　至　平成17年12月31日)

(自　平成17年４月１日
　至　平成18年３月31日)

区分
注記

番号
金額(千円) 百分比

(％)
金額(千円) 百分比

(％) 金額(千円) 百分比

(％)

Ⅰ　売上高 　 551,908 100.0 669,194 100.0 905,963 100.0

Ⅱ　売上原価 ※1 217,250 39.4 321,546 48.0 454,270 50.1

　　　売上総利益 　 334,657 60.6 347,648 52.0 451,692 49.9

Ⅲ　販売費及び一般管理費 ※1 369,938 67.0 339,557 50.8 446,742 49.3

　　　営業利益又は営業損失(△) 　 △35,280 △6.4 8,091 1.2 4,950 0.6

Ⅳ　営業外収益 ※2 7,327 1.3 294 0.0 678 0.0

Ⅴ　営業外費用 ※3 2,335 0.4 14,558 2.1 19,794 2.2

　　　経常損失 　 30,288 △5.5 6,172 △0.9 14,165 △1.6

　　　税引前四半期(当期)純損失 　 30,288 △5.5 6,172 △0.9 14,165 △1.6

　　　法人税、住民税及び事業税 　 712 0.1 6,310 0.9 932 0.1

　　　法人税等調整額 　 △9,246 △1.7 △7,158 △1.0 △5,371 △0.6

　　　四半期(当期)純損失 　 21,754 △3.9 5,323 △0.8 9,726 △1.1

　　　前期繰越利益 　 ― 　 61,591 　 61,591 　

　　　四半期(当期)未処分利益 　 ― 　 56,267 　 51,864 　
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(3) 四半期株主資本等変動計算書

当第３四半期会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日)

　

　

株主資本

純資産
合計資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本
合計資本準備金

資本剰余金

合計

その他利益剰余金
利益剰余金

合計特別償却
準備金

繰越利益
剰余金

平成18年３月31日残高(千円) 514,451 459,310 459,310 645 51,864 52,509 1,026,271 1,026,271

第３四半期会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　

　特別償却準備金の取崩

　(前事業年度分)
　 　 　 △232 232 ― ― ―

　特別償却準備金の取崩

　(当事業年度分)
　 　 　 △109 109 ― ― ―

　四半期純損失 　 　 　 　 △21,754 △21,754 △21,754 △21,754

第３四半期会計期間中の変動額

合計(千円)
― ― ― △342 △21,411 △21,754 △21,754 △21,754

平成18年12月31日残高(千円) 514,451 459,310 459,310 302 30,452 30,755 1,004,516 1,004,516
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
当第３四半期会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

１ 資産の評価基準及び評価方法 (1) 有価証券

    子会社株式

　　　 移動平均法による原価法を採用

　　しております。

　

(1) 有価証券

    子会社株式

同左

　

　     その他有価証券

    　 時価のないもの

　　　 　 移動平均法による原価法を採

       用しております。

　

    その他有価証券

　　　 時価のないもの

同左
　

　 (2) たな卸資産

　　仕掛品

　　個別法による原価法を採用して

　おります。

　

(2) たな卸資産

　　仕掛品

同左

２ 固定資産の減価償却の方法

　

(1) 有形固定資産

   定率法を採用しております。

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

です。

   建物附属設備　　　　　　 　 15年

   工具器具備品　　　　  ４年～６年

　

(1) 有形固定資産

同左

　 (2) 無形固定資産

   定額法を採用しております。

   なお、自社利用のソフトウェアについ

ては、社内における利用可能期間(５

年)に基づいております。

　

(2) 無形固定資産

同左

３ 引当金の計上基準

　

(1) 貸倒引当金

   売上債権、貸付金等の貸倒損失に

備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　

(1) 貸倒引当金

同左
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項目
当第３四半期会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

　 (2) モニタポイント引当金

　モニタに対するインセンティブとして

付与したポイントの利用によるプレゼン

ト交換費用に備えるため、当第３四半

期会計期間末において将来利用され

ると見込まれる額を計上しております。

(2) モニタポイント引当金

　モニタに対するインセンティブとして

付与したポイントの利用によるプレゼン

ト交換費用に備えるため、当事業年度

末において将来利用されると見込まれ

る額を計上しております。

　

　 　

　

　 （追加情報）

　　　従来、モニタポイントについてはモニ

タのポイント利用時に費用化しておりま

したが、近年、ポイント利用の増加傾向

が顕著になったことに伴い、費用負担

額の重要性が高まったこと及び当事業

年度において過去の実績に基づく引

当金の合理的な算定が可能となったこ

とから、当事業年度末よりモニタポイン

ト引当金を計上することとしました。

　この結果、従来の方法によった場合

に比べ、営業利益は10,000千円減少

し、経常損失及び税引前当期純損失

はそれぞれ10,000千円増加しておりま

す。

　

　 (3) 退職給付引当金

   従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務(自

己都合退職による期末要支給額の

100％)の見込額に基づき、当第３四半

期会計期間末において発生していると

認められる額を計上しております。

　

(3) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務(自

己都合退職による期末要支給額の

100％)の見込額に基づき計上しており

ます。

　

　 (4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく当第３四半期会計

期間末要支給額を計上しております。

　

(4) 役員退職慰労引当金

   役員の退職慰労金の支出に備える

ため、内規に基づく期末要支給額を計

上しております。

　

４ リース取引の処理方法

　

　 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に

係る方法に準じた会計処理によっており

ます。

　

―――――――――

　

５　その他四半期財務諸表(財務諸表)

　　作成のための基本となる重要な事項

　

　(1) 消費税等の会計処理

　　　税抜方式によっております。

　

　(1) 消費税等の会計処理

同左
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四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　
当第３四半期会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

―――――――――――

　

（固定資産の減損に係る会計基準）

　当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会

計審議会　平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第６号　平成

15年10月31日）を適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

　

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等）

　当第３四半期会計期間から「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月

９日　企業会計基準第5号）及び「貸借対照表の純資産の部の

表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

　平成17年12月９日　企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。

　従来の「資本の部」の合計に相当する金額は1,004,516千円

であります。

　

―――――――――――

　

（繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い）

　当第３四半期会計期間から「繰延資産の会計処理に関する

当面の取扱い」（企業会計基準委員会　平成18年８月11日　

実務対応報告第19号）を適用しております。

　

―――――――――――
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注記事項

(四半期貸借対照表関係)

当第３四半期会計期間末
(平成18年12月31日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１ 担保資産

　 担保に供している資産は次のとおりであります。

預金 5,000千円

計 5,000千円

　

―――――――――――
　

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9,404千円

　

※２ 有形固定資産の減価償却累計額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7,965千円

　

※３ 消費税等の取扱い

　 仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺し、未払消費

税等として表示しております。

　

―――――――――――

　

　４ 偶発債務

　 他の会社の金融機関からの借入金に対して、次のとお

り債務保証を行っております。

日本データベース開発㈱ 50,000千円

㈱バルクセキュア 40,000千円

計 90,000千円

　　

―――――――――――

　

　
　

(四半期損益計算書関係)

当第３四半期会計期間
(自 平成18年４月１日
　至 平成18年12月31日)

前事業年度
(自 平成17年４月１日
　至 平成18年３月31日)

※１ 減価償却実施額

　　有形固定資産　　　　　　1,438千円

　　無形固定資産　　　　　 10,885千円

　

※１ 減価償却実施額

　　有形固定資産　　　　     2,858千円

　　無形固定資産　　　     　8,110千円

　

※２ 営業外収益の主要項目

　　受取利息　　　             853千円

　　有価証券利息　　 　　　　  990千円

　　有価証券売却益　　 　　　2,243千円

　

※２ 営業外収益の主要項目

　　受取利息　　　　　　     　420千円

　

　

※３ 営業外費用の主要項目

　　株式交付費　　　 　　    2,335千円

　

※３ 営業外費用の主要項目

　　新株発行費償却　　       8,669千円

　　株式公開費用　  　      10,241千円

　
　

　

(第３四半期株主資本等変動計算書関係)

　　当第３四半期会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年12月31日）

自己株式に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　１　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

(借主側)
　①　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び第３四半期末残高相当額　　　　　　　　　

　
有形固定資産

（工具器具備品）
（千円）

合計
（千円）

取得価額相当額 3,290 3,290

減価償却累計額
相当額

1,005 1,005

第3四半期末残高
相当額

2,284 2,284

　

―――――――――――

　

　②　未経過リース料第3四半期末残高相当額　　　　　

１年以内 1,092千円

１年超 1,335千円

合計 2,427千円

　

　

　③　支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

　　　　　　

支払リース料 882千円

減価償却費相当額 822千円

支払利息相当額 93千円

　

　

　④　減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法　　　　　

　　　　

　　　減価償却費相当額の算定方法

　   ・リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法

によっております。

　　　利息相当額の算定方法

　   ・リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

　

　

 ２ オペレーティング・リース取引
(借主側)

未経過リース料 　

１年以内 5,505千円

１年超 15,588千円

合計 21,094千円

　

 ２ オペレーティング・リース取引
(借主側)

未経過リース料 　

１年以内 5,505千円

１年超 19,717千円

合計 25,223千円
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(有価証券関係)

　
  当第３四半期会計期間末(平成18年12月31日)及び前事業年度末(平成18年３月31日)において子会社株式及

び関連会社株式で時価のあるものはありません。

　

(１株当たり情報)

　
当第３四半期会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年12月31日)

前第３四半期会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１株当たり純資産額 28,865円43銭 １株当たり純資産額 148,085円40銭 １株当たり純資産額 147,452円77銭

１株当たり四半期純損失 625円12銭 １株当たり四半期純損失 1,047円58銭 １株当たり当期純損失 1,788円36銭

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益については、潜在株式は存在
するものの１株当たり四半期純損失であ
るため記載しておりません。
　当社は、平成18年４月１日付で普通株
式１株につき５株の割合をもって株式分
割を行っております。当該株式分割が
前期首に行われたと仮定した場合の１
株当たり情報については、それぞれ以
下のとおりとなります。

前第３四半期

会計期間
前事業年度

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

29,617円08銭 29,490円55銭

1株当たり当期

純損失

1株当たり当期

純損失

209円51銭 357円69銭

　なお、潜在株式調

整後１株当たり四半

期純利益について

は、潜在株式は存在

するものの１株当たり

四半期純損失である

ため記載しておりま

せん。

　

　なお、潜在株式調

整後１株当たり当期

純利益については、

潜在株式は存在する

ものの１株当たり当期

純損失であるため記

載しておりません。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半
期純利益については、潜在株式は存在
するものの１株当たり四半期純損失であ
るため記載しておりません。

　

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期
純利益については、潜在株式は存在す
るものの１株当たり当期純損失であるた
め記載しておりません。

(注)　１株当たり四半期(当期)純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
当第3四半期会計期間

(自　平成18年４月１日

　至　平成18年12月31日)

前第3四半期会計期間

(自　平成17年４月１日

　至　平成17年12月31日)

前事業年度

(自　平成17年４月１日

　至　平成18年３月31日)

四半期(当期）純損失（千円） 21,754 5,323 9,726

普通株主に帰属しない金額（千円） ― ― ―

普通株式に係る四半期(当期)純損失（千円） 21,754 5,323 9,726

期中平均株式数（株） 34,800 5,082 5,439

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり四半期(当期)純利益の算定に

含めなかった潜在株式の概要

平成17年3月24日臨時

株主総会決議ストック

オプション（普通株式

2,525株）

平成17年3月24日臨時

株主総会決議ストック

オプション（普通株式

505株）

―
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(重要な後発事象)

当第３四半期会計期間
(自　平成18年４月１日
  至　平成18年12月31日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

―――――――――― 株式分割による新株発行

当社は、平成18年１月24日開催の当社取締役会の決議に

基づき、次のように株式分割による新株式を発行しております。

１. 平成18年４月１日付をもって普通株式１株につき５株の割

　　合をもって分割します。

 (1)　分割により増加する株式数

　普通株式　　　　　27,840株

 (2)　分割方法

　平成18年３月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿

に記載又は記録された株主の所有株式数を、１株につき

５株の割合をもって分割します。

２. 配当起算日

　　  平成18年４月１日

    　　当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の

前事業年度における１株当たり情報及び当期首に行わ

れたと仮定した場合の当事業年度における１株当たり情

報は、それぞれ以下のとおりとなります。

前事業年度 当事業年度

1株当たり純資産額 1株当たり純資産額

18,374円48銭 29,490円55銭

1株当たり当期純利益 1株当たり当期純利益

3,708円71銭 △357円69銭

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

潜在株式調整後1株当たり
当期純利益

　―　　　　　 ―

　

―――――――――― 株式取得による子会社化

当社は、平成18年5月24日開催の取締役会決議に基づき、

日本データベース開発株式会社の全株式を取得いたしまし

た。その結果、日本データベース開発株式会社は当社の子

会社となりました。

 (1)　株式取得の目的

マーケティングリサーチ事業の強化

 (2)　株式取得の相手会社の名称

株式会社平和情報センター

 (3)　株式を取得する会社の名称、事業内容、規模

①会社の名称 日本データベース開発株式会社

②事業内容 辞書開発事業、コンテンツ事業、
電子図書館支援事業及びシステム開
発・運用支援事業

③規模 総資産　147,903千円
年商　　622,474千円
(平成18年３月期)

 (4)　株式取得の時期

　平成18年５月30日

 (5)　取得する株式の数、取得価額及び取得後の持分比率

①取得する株式の数 400株

②取得価額　 50,000千円

③取得後の持分比率 100％
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